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共通事項



九州北部の都市圏の状況

• 九州圏は、経済社会活動の面で福岡を中心に強い結びつきがみられ、一つのまとまりを形
成している。

• 九州北部では、２つの政令指定都市を抱え、公共交通等による密接な人、モノの交流が盛
んであるとともに、九州の商業、観光、交通、大規模産業の集積、国際化等を支える髄一
の拠点となっている。

■九州北部都市圏の商業、交通、大規模産業の集積状況 ■九州北部の都市圏の国際観光、国際物流等の状況

１
資料）国土交通省、北九州市港湾局、福岡市港湾局、伊万里港振興会資料
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九州圏の人口・経済規模

• 九州圏は、人口約1340万人、域内総生産約44兆円、面積3.9万km2と、わが国の約１割、欧州の
中規模諸国（オランダ、スイス、ベルギー等）と同程度の人口・経済規模を有する。

九州圏の人口・ＧＤＰ・面積の国際比較
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九州圏の産業構造

• 九州圏における産業は、県内総生産は福岡県が突出している。

• 宮崎県、鹿児島県では農林水産業、佐賀県、大分県では製造業、福岡県では、卸・小売業
の九州圏内の他県と比較して比率が高い。

九州圏の県別圏内総生産

３

１人あたり県別県内総生産

県内総生産の産業別構成の推移

県別県内総生産の産業別構成
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九州圏を取巻く人口動態

• 九州圏の人口は、２０００年に全国と比較して５年早く人口減少時代を迎える。

• 九州圏の人口をみると２００５年には減少に転じ、その後減少傾向が続いている。

• 九州圏の人口を自然増減と社会増減をみると、福岡県のみ増加しており、その他の県は両
者とも減少している。

九州圏の年齢別人口分布（人口ピラミッド）

九州圏における自然増減、社会増減の状況

九州圏の推移と将来推計

九州圏における合計特殊出生率

４

資料）国勢調査より作成
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九州圏を取巻く都市の状況

• ある程度の都市が適当に分散する地域構造の中で、中核都市の都市機能を享受できない地
方中小都市は自立的な発展が困難になっている。

• 商店街を核とした小売機能やオフィス機能が低下し賑わいが失われつつある。

九州圏の住民一人当たり地方債残高別市町村数

地方中枢・中核都市圏の人口増減率の推移 中小都市の小売業売場面積

５

資料）九州経済調査協会「九州経済2006」
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拡大するアジア経済

• 日本で人口減少が続く２０３０年まで、中国、インド、アセアン諸国では５～３％台後半
の高い成長率で経済成長すると見込まれる。

• 人口・経済規模が大きい中国・インドの経済成長を主因として、アジア経済の世界シェア
は倍増する一方で、日本単独のシェアが見込まれる。

２１世紀ビジョンが予測する世界
経済に占める各国シェアの変化社団法人日本経済研究センターが公表した世界経済成長予測

６
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Forecast Forecast

2000 2005 2020 2030 2040 2050 2001-05 2006-20 2021-30 2031-40 2041-50

日本 32.7 34.7 42.4 47.1 49.9 49.9 1.2 1.4 1.0 0.6 0.0

中国 49.6 77.3 173.3 251.6 304.2 333.9 9.3 5.5 3.8 1.9 0.9

韓国 7.6 9.4 15.6 18.6 20.1 20.3 4.4 3.4 1.7 0.8 0.1

インド 24.5 33.8 70.7 103.0 144.0 191.2 6.6 5.0 3.8 3.4 2.9

ＡＳＥＡＮ 17.7 22.1 38.7 54.6 72.9 92.4 4.5 3.8 3.5 2.9 2.4

米国 95.9 110.9 167.5 214.1 271.7 339.6 2.9 2.8 2.5 2.4 2.3

ＥＵ 102.6 111.6 145.2 163.1 181.1 198.9 1.7 1.8 1.2 1.1 0.9

日本 25.8 27.1 34.5 40.9 47.4 53.1 1.0 1.6 1.7 1.5 1.1

中国 3.9 5.8 12.2 17.8 22.4 26.4 8.4 5.1 3.8 2.3 1.7

韓国 16.3 19.7 32.2 39.5 45.9 52.0 3.9 3.3 2.1 1.5 1.2

インド 2.4 3.0 5.2 6.8 8.8 11.0 4.9 3.6 2.8 2.6 2.3

ＡＳＥＡＮ 3.9 4.6 6.8 8.9 11.3 14.1 3.0 2.7 2.8 2.5 2.2

米国 33.7 37.2 49.5 59.3 71.6 86.0 2.0 1.9 1.8 1.9 1.8

ＥＵ 23.2 24.8 31.9 36.3 41.4 47.3 1.4 1.7 1.3 1.3 1.3

日本 12.7 12.8 12.3 11.5 10.5 9.4 0.1 -0.2 -0.7 -0.9 -1.1

中国 127.4 132.8 141.7 141.1 135.8 126.2 0.8 0.4 0.0 -0.4 -0.7

韓国 4.7 4.8 4.9 4.7 4.4 3.9 0.4 0.1 -0.3 -0.7 -1.1

インド 102.1 110.9 135.9 150.9 163.6 173.3 1.7 1.4 1.1 0.8 0.6

ＡＳＥＡＮ 45.2 48.5 57.2 61.6 64.4 65.4 1.4 1.1 0.7 0.4 0.2

米国 28.4 29.8 33.8 36.1 38.0 39.5 1.0 0.8 0.6 0.5 0.4

ＥＵ 44.2 44.9 45.5 44.9 43.8 42.0 0.3 0.1 -0.1 -0.3 -0.4

（注）GDP（一人当たりGDP）は2000年購買力平価ドル基準、単位は千億ドル(千ドル)。
　　　成長率は期間平均。GDPの2005年は推計値を実績値として一部利用。人口は米国のみ国連予測。
　　　ASEANは、シンガポール、マレーシア、インドネシア、フィリピン、タイ、ベトナムの6カ国。
　　　EUは、EU加盟国からスロベニア、エストニア、ラトビア、リトアニア、キプロス、マルタ、ブルガリア、ルーマニア
　　　を除いた19カ国。
（資料）内閣府『国民経済計算年報』、総務省『国勢調査』、World Bank, World Development Indicators、
　　　　United Nations, World Population Prospects: The 2004 Revision、各国統計
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九州圏の地方公共団体の財政状況

• 市町村の経常収支比率の推移をみると、多くの市町村で悪化している。

• 財政力をみると、０．４以下で財政力が弱い市町村が多い。

• 住民一人当たり地方債残高別市町村数の推移でみると、多くの市町村で増加しており、将
来世代の住民負担が増加している。

九州圏の市町村の経常収支比率の推移 九州圏の各市町村の財政力分布

九州圏の住民一人当たり地方債残高別市町村数の推移

７

（％）

100
 90
 80

資料：市町村別決算状況調

1.0
0.8
0.6
0.4

資料：市町村別決算状況調

資料：九州経済調査協会「九州経済2006」



圏土構造を支える中枢・中核都市および都市圏

• 比較的規模の大きい都市が適度に分散し、都市的機能の集積拠点として、周辺の人々の暮らし
を支えている。
• 高速交通体系の整備が進展することにより、これらの都市を結びつけることで、九州がひとつの
経済圏に統合される可能性がある。

資料）「国勢調査報告」総務省

 

山口県の一部自治体は北九州・下関都市圏
の核都市及び郊外部に該当する。

[九州地方整備局管轄区域内に核都市を有する都市圏とその範囲]

沖縄開発局管轄範囲を含む。

核都市

10％通勤圏

５％、500人通勤圏

凡　例

奄美大島

徳之島

五島列島

対馬

福岡県

大分県

熊本県

宮崎県

鹿児島県

鹿児島県

沖縄県

佐賀県

長崎県

長崎県

長崎県

福岡都市圏

大牟田都市圏

佐賀都市圏

久留米都市圏

長崎都市圏

佐世保都市圏

熊本都市圏

八代都市圏

大分都市圏

宮崎都市圏

都城都市圏

延岡都市圏

鹿児島都市圏

那覇・浦添都市圏

山口県

北九州・下関都市圏

資料）西日本新聞社「九州データブック2005」より作成

下関市29万人

北九州市99万人

久留米市31万人
佐賀市21万人

佐世保市25万人

長崎市44万人

鹿児島市60万人

宮崎市31万人

福岡市140万人

大分市46万人

熊本市67万人
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中枢・中核都市を結ぶ循環型交通体系

• 九州における自動車交通は、九州自動車道や都市高速に集中している。

• 循環型交通ネットワークは、中枢・中核都市を結びつけるものである。

資料）「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿」九州地方整備局HP

高規格幹線道路および地域高規格道路指定路線図

「九州データ・ブック2005」西日本新聞社

資料：日本道路公団九州支社

九州の高速自動車道区間別交通量（１日平均） 2003年度

９



南北・東西格差と都市における人口減少

• 圏土面積に比して、経済および人口規模で福岡県とその他県の差が大きく、圏域内における南
北・東西格差が認められる。

• 人口減少は都市においても進行する。北九州市および都市圏でも、急速な高齢化・人口の減少
が進むこととなる。

資料）「国勢調査報告」総務省、「県民経済計算年報」内閣府等

名目GDP比較（H16）
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6,112

2,440
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6,403
5,099

6,346

9,043

2,275

4,844
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口
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県
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大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
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平方キロ

2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030
北九州市 1,011 994 967 929 881 826 766

-1.7% -2.7% -3.9% -5.2% -6.2% -7.3%
北九州都市圏 1,340 1,318 1,284 1,235 1,173 1,100 1,021

-1.6% -2.6% -3.8% -5.0% -6.2% -7.2%
福岡市 1341 1401 1446 1491 1522 1538 1540

4.5% 3.2% 3.1% 2.1% 1.1% 0.1%
福岡都市圏 2,324 2,415 2,482 2,535 2,563 2,564 2,542

3.9% 2.8% 2.1% 1.1% 0.0% -0.9%
参考：農山漁村地域計 3,044 2,924 2,785 2,619 2,438 2,249 2,062

-3.9% -4.8% -6.0% -6.9% -7.8% -8.3%

資料）国勢調査報告をもとにした九州経済調査会推計値

 　    人口の単位は千人、下の段は５年間の減少率

九州の主要都市および都市圏の将来推計人口
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若年層を中心とする大都市圏と福岡への人口転出

• 昭和35年から10年間に、九州圏から3大都市圏へ大幅に流出している。

• 九州圏内では、福岡への転入が集中している（沖縄県を除く）。各県から3大都市圏への転出は、
各県から福岡県への転出を上回り（長崎県を除く）、圏外への人口流出が甚大。

3大都市圏 福 岡 県
福 岡 県 -8,697
佐 賀 県 -1,339 -970
長 崎 県 -2,919 -3,446
熊 本 県 -2,770 -1,006
大 分 県 -1,452 -911
宮 崎 県 -2,172 -1,003
鹿児島県 -2,007 -1,623
沖 縄 県 730 138

（出典）住民基本台帳人口移動報告

◆各県と3大都市圏の転出入と各県と福岡県の転出入
（プラスは転入超過）

（出典）住民基本台帳人口移動報告

◆九州圏（九州8県）と3大都市圏の転出入の推移
（プラスは転入超過）

◆九州圏内の県間転出入の推移（プラスは転入超過）
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東京圏 中部圏 近畿圏
注）昭和45年以前の数値には沖縄県が含まれていない。
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• 各県から福岡県への流入は、長崎県、鹿児島県が多い。

• 性・年齢別にみると、福岡県では男女とも10代後半、20代前半で入超、20代後半で出超。その
他の県では男女とも10代後半、20代前半で出超、20代後半で若干の入超。
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＜男性＞
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＜女性＞

◆九州圏内の各県のコーホート変化率

◆九州各県から福岡県への転出入

北九州市99万人

久留米市31万人
佐賀市21万人

佐世保市25万人

長崎市44万人

鹿児島市60万人

宮崎市31万人

福岡市140万人 大分市46万人

熊本市67万人

※ コーホートとは,同時または同期間に出生した集団を意味し,コーホート変
化率とは,一定の期間の間に出生した集団の人口変化率を意味する。
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災害に強く暮らしやすい九州圏の形成



• 水害、土砂災害による被害が大きく、10年間の累計で１兆円を超える。
• 圏内各所（都市部／地方部とも）で、被害が発生している。

◆地域別台風上陸数（1971～2000）

◆水害被害の状況 【地方部】

【都市部】

◆土砂災害の状況（S62～H8；箇所数）

資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿 平成１６年３月」
（九州地方整備局等）

資料： 「社会資本整備に係る九州ブロッ
クの将来の姿 平成１６年３月」
（九州地方整備局等）

資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿 平成１６年３月」
（九州地方整備局等） 資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の

姿 平成１６年３月」 （九州地方整備局等）

◆地域別水害被害額（H4～13；億円）

九州圏における災害の状況

１３

九州圏は台風常襲地帯である九州圏は台風常襲地帯である

水害による被害額も大きい水害による被害額も大きい

全国の土砂災害の6割が九州圏に集中全国の土砂災害の6割が九州圏に集中



• 山がちで傾斜地や火山が多いうえ、有明海沿岸の軟弱地盤や南九州のシラス、各地に分布する地すべり地帯な
ど特殊土壌地帯が分布している。
• 火山については雲仙や桜島など、防災の観点からモニタリング等が必要な状況。

資料： 国土交通省-雲仙-土砂災害防災情報ホームページより
http://unzen.dip.jp/unzensabo/GmnWebM.exe?10

◆特殊土壌の状況

資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿 平成１６年３月」
（九州地方整備局等）

◆雲仙のモニタリング状況

資料： 内閣府防災情報ホームページより
http://www.bousai.go.jp/map/sakurajima.html

◆桜島防災マップ

九州圏の地盤・地質の状況
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• 学校や病院などの公共施設についても、新耐震基準以前の施設が未だ多く存在し、これらについての耐震診断
自体が十分に行われていない（学校で７割弱、病院では２割）。その結果、耐震とみなせると考えられる施設は、
学校で５割強、病院では３割程度。

• 交通基盤では、高度経済成長期に建設された古い橋梁が多い。点検などによる予防保全を進めているものの、損
傷を受ける橋梁数は増えている。特に緊急時に必要とされる道路においては、耐震化未着手の区間（下図オレン
ジ）、橋梁（下図赤丸）など、速やかな整備が望まれる。

◆公共施設の耐震状況

資料：「平成18年度 公立学校施設の耐震改修状況調査の結果」（文部
科学省）、「病院の地震対策に関する実態調査」（厚生労働省）

◆平成17 年度末の予防保全橋梁増減数と予防保全率
（地方整備局等別：橋長15m 以上対象）

資料：「平成18年度道路行政の達成度報告書」（国土交通省）

損傷の進展により、橋梁の安全性が確保できず、交通規制などが必要
になる場合もある。

学校　1) 病院　3)
小中学校（公立）

全棟数 耐震化率
耐震診
断対象
棟数　2)

耐震診断
実施率

うち要耐
震割合

うち耐震
補強実施
率

全国 130,976 54.7% 83,064 67.9% 36.4%

九州 17,870 54.4% 11,084 36.6% -

福岡県 4910 44.2% 3,039 31.2% 34.2%
佐賀県 1080 52.9% 596 29.5% 29.3%
長崎県 2602 36.0% 1,802 22.0% 33.8%
熊本県 2568 97.9% 1,575 44.1% 38.8%
大分県 1341 55.8% 678 48.7% 39.3%
宮崎県 1912 59.7% 1,244 71.1% 41.7%
鹿児島県 3457 47.4% 2,150 29.3% 39.2%

1)「平成18年度　公立学校施設の耐震改修状況調査の結果」（文部科学省）

2)新耐震(S56年）以前

3)平成17年アンケート　「病院の地震対策に関する実態調査」全国n=9,064、回答6,843(75.5%)

4)すべての棟が新耐震基準の施設を除いた実施率

22.5% 64.8% 26.3%

新耐震基
準　割合

耐震診断
実施率
4)

◆緊急輸送道路の耐震化の状況

資料：緊急輸送道路の橋梁耐震補強マップ（国土交通省）より
http://www.mlit.go.jp/road/bosai/taisin/taisin.html

九州圏における社会基盤の耐震化の状況
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• 年降水量の変動が大きく、また異常多雨の出現数（549 件）や異常少雨の出現数（349 件）が高い。
• この期間では全体的な高温傾向により、大気中に含み得る水蒸気量（可降水量）が多くなりやすかったことが、異
常多雨の多発の一因と考えられる。
• 5 年移動平均（赤線）でみた観測結果からは、海面水位は低下することなく現在まで上昇を続けており、近年の海
面水位の上昇には1960～1990 年頃の海面水位の変動とは別の要因（海水温の上昇による熱膨張など）が加
わっている可能性。

資料：「異常気象レポート2005」
（気象庁）

◆1998～2004 年の地点別異常気象発生件数分布
－異常多雨件数－ －異常小雨件数－

◆日本沿岸の平均的な海面水位の推移

資料：「異常気象レポート2005」（気象庁）
100年以上観測している観測点

九州圏を取り巻く異常気象の状況

１６



資料：「平成18年版 防災白書」

◆世界の自然災害発生頻度及び被害状況の推移（年平均値）

• わが国のみならず、アジアそして全世界で災害の件数及び被災者数の増加がみられる。

資料：「異常気象レポート2005」（気象庁）

◆世界の主な気象災害分布図（1998～2004年）

資料：「異常気象レポート2005」
（気象庁）

◆1951～2000年における日降水量50mm以上の
年間日数の長期変化傾向（日/50年）

世界における災害の状況

１７



減災の視点の重要性

• 阪神・淡路大震災による反省、いわゆる安全神話の崩壊を踏まえ、従来の“構造物による被害そのものの抑止”
に、“被害を出来るだけ軽減する”という観点を加えた『減災』の考え方が打ち出された。

• 事前に被害の大きさや対処方法を知っておくこと、市民や民間を含む多くの主体で被害に対処すること、被害発生
時に効果的かつ効率的に対処すること、などが重要。

資料：「防災白書」（内閣府）
「減災」Vol.1（「土木施工平成18年4月号別刊）
「都市大災害」（河田恵昭著）

等より作成

阪神・淡路大震災の教訓

【①構造物による『被害抑止』の限界】
⇒原因（例）：
○耐震基準などでの想定を超えた外力
○既存不適格などの存在

【②『被害抑止』を重視していたことにより
『被害軽減』に十分対応できなかった】
⇒原因（例）：
○情報・教育（ｿﾌﾄｳｪｱ）の不備
○救命人材・ボランティア（ﾋｭｰﾏﾝｳｪｱ）の不備
○指揮系統体制・意思決定（ｺﾏﾝﾄﾞｳｪｱ）の不備

『減災』のｺﾝｾﾌﾟﾄ：最終的な被害を小さくすべき
［「被害抑止」に「被害軽減」の観点を加える］

被害の想定を知っておく 知識、意識を育てる

多くの主体で分担する 投入資源を増やす

・ハザードマップ、防災教育等

・公助に加えて自助や共助、地震保険等

被害規模最小化に
向けて意思決定する

逃げさせる、
優先事項を決定する

・迅速な避難勧告発令、トリアージ等

【『減災』に向けて新たに加わった視点の例】

阪神・大震
災以前の
防災対策

大きな被害

発

生

確

率

構造物による対処

情報・人材・意思決定等による対処

巨大災害

「被害抑止」「被害抑止」 「被害軽減」「被害軽減」

甚大な被害無被害

外力の大きさ

阪神・大震
災以降に
見直された
視点

「被害抑止」と「被害軽減」を組み合わせ
ることで、“ゼロ被害”ではなく、“最終的
な被害の最小化（減災）”を目指す。

資料：河田恵昭，『減災』と地域防災，減災Vol.1，平
成18年4月，山海堂

◆減災の視点の重要性－経緯と概念－

１８



情報ツールの必要性（事例）

１９

「高齢者マップ」の作成が見事に功を
奏した事例

【成功事例に見える方向性】

●単なるマップ作りではなく、マップを

使う際の「利便性」を考慮した点

●こまめに時点修正していた点

●自治体と民生委員がマップを共有し、

連携をとりやすくしていた点

【成功事例に見える方向性】

●単なるマップ作りではなく、マップを

使う際の「利便性」を考慮した点

●こまめに時点修正していた点

●自治体と民生委員がマップを共有し、

連携をとりやすくしていた点

2007年3月29日 産経新聞

被災した過疎集落 輪島市門前町地区
能登半島地震は、高齢者の多い過疎地域を直撃した。このうち、古い民家が並
ぶ石川県輪島市門前町地区は最も大きな被害に見舞われたが、昔から顔見知り

の地域住民が互いに助け合い、人的被害の拡大を最小限にとどめることができ
た。一方で、輪島市が、避難の際に手助けが必要な人を記した「災害時要援護者

リスト」を作っていなかったことが明らかになるなど、高齢者救助の面で多くの課題
も浮き彫りになった。（能登半島地震取材班）

避難所で疲れた表情を見せる人たち（２６日午前、石
川県輪島市門前町道下の諸岡公民館で）＝里見研
撮影 2007年3月27日 読売新聞

災害時情報共有できず行政側の対
策不十分であった事例

【問題点】

①高齢者の多い地区でありながら「災害時要

援護者リスト」の作成が遅れており、情報が

共有されていなかった。

②被災時に災害ボランティア窓口が設置され

ておらず、一向に活動が進まなかった。

【問題点】

①高齢者の多い地区でありながら「災害時要

援護者リスト」の作成が遅れており、情報が

共有されていなかった。

②被災時に災害ボランティア窓口が設置され

ておらず、一向に活動が進まなかった。

【解決への方向性】

①リスト作りを急ぎ、かつ広域な視点でで情

報を共有するシステムが必要。

②災害ボランティアが円滑に活動を行うため

の被災地の各種情報を広域的に共有する

ためのシステムが必要。

【解決への方向性】

①リスト作りを急ぎ、かつ広域な視点でで情

報を共有するシステムが必要。

②災害ボランティアが円滑に活動を行うため

の被災地の各種情報を広域的に共有する

ためのシステムが必要。



• 九州圏においても自治体、日本赤十字社、さらにＮＰＯ等、数多くの災害ボランティア活動及び支援を行う団体が
存在する。
• 圏域内で自主防災組織率に格差（佐賀県7.5%～大分県73.7%；全国64.5%）。

資料：消防庁 災害ボランティア・データバンクホームページより

http://www.fdma.go.jp/volunteer/index.cgi

◆九州圏の災害ボランティア団体等

※自主防災組織率：組織されている地域の世帯数を全世帯数で除したもの

資料：内閣府ホームページより http://www.bousai.go.jp/

九州圏における防災についてのボランティア等の状況

２０

自治会や町内会を母体に、住民が連携して防災
活動に取り組む自主防災組織の組織率を上げて
いく取り組みが必要

自治会や町内会を母体に、住民が連携して防災
活動に取り組む自主防災組織の組織率を上げて
いく取り組みが必要

各地域において災害ボランティアの気運が高ま
りつつある

各地域において災害ボランティアの気運が高ま
りつつある

◆九州圏の自主防災組織率

日本赤十字社鹿児島県支部鹿児島県

日本赤十字社宮崎県支部宮崎県

日本赤十字社大分県支部 赤十字防災ボランティア大分県

日本赤十字社熊本県支部熊本県

日本赤十字社長崎県支部長崎県

天理教災害救済ひのきしん隊（長崎教区隊）長崎県

日本赤十字社佐賀県支部佐賀県

福岡県赤十字防災ボランティア連絡協議会福岡県

●財団法人、社団法人、社会福祉法人、宗教法人、日本赤十字社

特定非営利活動法人 ＮＰＯみやざき宮崎県

特定非営利活動法人 大分県砂防ボランティア協会大分県

ＮＰＯ法人 ボランネット とよさき大分県

特定非営利活動法人災害通信ネットワーク熊本県

特定非営利活動法人 長崎県砂防ボランティア協会長崎県

特定非営利活動法人 長崎県水難救済会長崎県

特定非営利活動法人 島原ボランティア協議会長崎県

特定非営利活動法人 島原普賢会長崎県

福岡レスキューサポートバイクネットワーク福岡県

●ＮＰＯ、社会福祉協議会、任意団体

九州各県の自主防災組織率（％）

41.8
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全国の自主防災組織率は、年々次第に上昇して
おり、住民の防災に対する意識が高まっている。

全国の自主防災組織率は、年々次第に上昇して
おり、住民の防災に対する意識が高まっている。

全国平均 62.5%
九州平均 42.2%



◆ブロードバンドサービス未提供地域の
世帯数の対総世帯数比（H18）

• 災害情報をインターネット等で提供する試みがある一方、利用の前提であるブロードバンド等のネットワーク基盤
整備はさらに進めていく必要。

資料：「次世代ブロードバンド戦略2010」（総務省）

◆長崎県電子国土総合防災GIS
（平成１９年４月１６日より試行）

長崎県ホームページより
http://www.pref.nagasaki.jp/sb/gis/agree.php

九州圏における災害情報の提供

２１

【確認できる情報】

◇避難施設

◇土砂災害危険箇所

◇土砂災害警戒区域

◇災害情報（一定規模のもの）

◇公共施設、警察・消防、病院、

港湾・漁港、駅、観光施設等

被災時に住民が速
やかに避難するた
めの情報ツール

被災時に住民が速
やかに避難するた
めの情報ツール

災害ボランティア等
の支援者に対する
情報提供ツール

災害ボランティア等
の支援者に対する
情報提供ツール

そのほか様々な主
体が情報を共有す
るためのツール

そのほか様々な主
体が情報を共有す
るためのツール

役割①

役割②

役割③

災害情報を効率よく提供するためのブロード
バンド環境が整っていない地域が存在する。

災害情報を効率よく提供するためのブロード
バンド環境が整っていない地域が存在する。

九州においては、南部及び西
部のエリアに多い傾向

地図上で視覚的に以下の情
報を提供する取り組み

地図上で視覚的に以下の情
報を提供する取り組み

地図イメージ



住民意識と地域防災力の向上

２２

住民説明会等について、一方的に行政から住民へ情報を提供す
るのではなく、お互いに対話をする場とし、コミュニケーションを図
ることが重要です。

土砂災害の恐ろしさ、行政として対応できること、住民が自ら行動
すべきこと等について話し合い、住民に“自分たちでやらなければ
いけない”という自覚を芽生えさせることが、地域の防災力向上に
つながります。

住民への説明会 防災訓練

住民主体のハザードマップ（防災マップ）づくり 自主避難ルールの決定

（群馬県みなかみ町粟沢地区の例）

（岐阜県高山市の例）

（高知県土佐市の例） （鹿児島県垂水市の例）

地域防災力の向上に向けた取り組み事例
地域防災力の向上に向けた取り組み事例

資料：国土交通省ホームページ



情報管理と施設管理の高度化・効率化

鶴田ダムの洪水調節に関する住民意見

の反映（減災に向けた取組事例）

鶴田ダムの洪水調節に関する住民意見

の反映（減災に向けた取組事例）

平成18年7月下旬、鹿児島県北部を中心とした記録
的な豪雨に伴い、川内川水系では甚大な浸水被害が
発生した。

洪水直後から「浸水被害はダム操作が原因である」と
いった鶴田ダムに対する批判がダム下流域の被災者
の方々などから寄せられました。

そのため、鶴田ダムの洪水調節に関する操作方法及
び情報提供のあり方について、様々な視点からご意
見をいただき、検討することを目的として、「鶴田ダム
の洪水調節に関する検討会」を設立しました。

［検討項目］

①鶴田ダム洪水調節の検証

②洪水調節方法の見直しの可能性

③情報提供のあり方

光ファイバーによる各種情報提供光ファイバーによる各種情報提供

２３

情報化のポイントは，「使うノウハウ」，「受け手の読解力」，「活用の体制」



高齢化が進む離島・中山間及び中心市街地の状況

２４

（出典）
表－１ ： 農林業ｾﾝｻｽ

市街地の拡大やそれに伴う郊外商業店舗の増加等商業構
造の変化により、木造家屋が比較的多い旧市街地の人口
が減少し、後継者不足とともに高齢者のシェアが増える。

市街地の拡大やそれに伴う郊外商業店舗の増加等商業構
造の変化により、木造家屋が比較的多い旧市街地の人口
が減少し、後継者不足とともに高齢者のシェアが増える。

中山間地や離島においては、次第に高齢化が進んでいる。
中山間地や離島においては、次第に高齢化が進んでいる。

密集市街地（特に震災・火災面）の安全確保へ
の取り組み

密集市街地（特に震災・火災面）の安全確保へ
の取り組み

①住民意識の高揚（ソフト）

・地域防災性能の公表、図上訓練

・公的セクター、まちづくりNPOの活用（啓発・啓蒙）

②防災環境軸（防火帯）の整備等（ハード）

・木造密集市街地内の都市計画道路の集中整備（避難路）

・工場跡地、学校跡地の活用（広域避難場所）

H14.2.7 社会資本整備審議会 都市計画分科会

地震時等において、大規模火災の可能性がある
密集市街地

7,971 ha
612 ha(7.6%)

[21市町村]

全 国

九州圏

重点密集市街地
面積



地域における自主防災意識の高まり

２５

宮崎日日新聞 H18.9.14
○公助・共助に加え、自助への意識改革

○公民館・消防団によるサポート体制

○高齢者の避難誘導

○避難訓練、消防団OBの創設
○防災の「隣組」となる自主防災の電話連

絡網 自主防災への対応

各種自然災害に対応する

広域危機管理体制

北陸地域は東西約500Kmに伸
びる細長い地域です。災害対応
においては迅速かつ的確な初
動活動が必要です。この広大な
地域をカバーするための防災拠
点が整備されており、災害対策
機械や資機材を備蓄しています。
災害が発生した場合には半日
以内に災害現地で災害対策活
動が行えるよう防災拠点として
管内3箇所に 防災センターおよ
び防災支援センターを設置し、
必要な災害対策用建設機械等
を配備しています。また、高規格
道路ネットワーク網の整備により、
周辺の地方整備局での災害に
も即応する体制を図っています。

資料：北陸地方整備局ホームページ

複数の地方公共団体による
広域防災、危機管理体制へ

複数の地方公共団体による
広域防災、危機管理体制へ



◆緊急地震速報の実用化に向けた取組み◆防災情報共有プラットフォームの構築

資料：「平成18年版 防災白書」

◆防災に関する重要な研究開発課題

資料：「平成18年版 防災白書」

防災情報の提供や調査研究の方向性

２６

緊急時の情報ネットワークの実用化、平常時から
の防災情報共有プラットフォームについて、全国
ベースでの検討が進められている。

緊急時の情報ネットワークの実用化、平常時から
の防災情報共有プラットフォームについて、全国
ベースでの検討が進められている。

一方、地震速報の伝達・利活用に関する情報管理
システムをはじめ、ハード・ソフトの多岐にわたる開
発研究が進行中である。

一方、地震速報の伝達・利活用に関する情報管理
システムをはじめ、ハード・ソフトの多岐にわたる開
発研究が進行中である。

災害時における事業継続マネジメント力
の向上に関する研究

災害に強い社会
の形成に役立つ
研究

大規模災害時等の消防防災活動支援情
報システム、緊急支援物資や被災者の
迅速な輸送・経済活動の早期回復を支
援する技術

救助等の初動対
処、応急対策技
術

即時的地震情報伝達、災害情報共有シ
ステム・災害情報の収集伝達手法、リア
ルタイム海底地震予測

災害発生時の監
視・警報・情報伝
達及び被害予測
等の技術

降雨予測等を活用した水管理技術、レー
ダ等の観測による土砂・風水害の発生予
測技術

風水害・土砂災
害・雪害等観測・
予測及び被害軽
減技術

大規模地震に対する構造物の耐震化等
の被害軽減技術、地震発生時の構造物
や地盤の挙動のシミュレーション

耐震化や災害対
応・復旧・復興計
画の高度化等の
被害軽減技術

主な内容課題

支援
支援

県域を越えた円滑かつ迅速な広域防災（危機管理）体制へ

資料：北陸地方整備局ホームページ



◆有人離島の地域別構成

117
（36％）

6
（2％）

10
（3％）

13
（4％）

13
（4％）

7
（2％）

57
（18％）

60
（19％）

40
（12％）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

九州地方 北海道地方 東北地方

関東･甲信地方 東海・北陸地方 近畿地方

中国地方 四国地方 沖縄地方

資料：「2001年離島統計年報」（日本離島センター）
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資料：「平成12年国勢調査」（総務省）

◆離島の地域別人口

◆地域区分別の集落数

• 九州は中山間地の集落数や離島人口が多く、有人の離島は国内の4割近くを占める。

山間地 中間地 平地 都市的地域 不明 計

北海道
659

（16.5％）
1,013

（25.3％）
1,726

（12.9％）
515

(12.9%)
85

(2.1%)
3,998

(100.0%)

東北圏
3,186

(25.0%)
3,273

(25.7%)
4,936

(38.8%)
1,323

(10.4%)
7

(0.1%)
12,727

(100.0%)

首都圏
956

(38.1%)
782

(31.1%)
711

(28.3%)
62

(2.5%)
0

(0.0%)
2,511

(100.0%)

北陸圏
617

(36.9%)
381

(22.8%)
591

(35.3%)
80

(4.8%)
4

(0.2%)
1,637

(100.0%)

中部圏
2,250

(57.6%)
1,017

(26.1%)
474

(12.1%)
85

(2.2%)
77

(2.0%)
3,903

(100.0%)

近畿圏
1,379

(50.2%)
803

(29.2%)
432

(15.7%)
134

(4.9%)
1

(o.o%)
2,749

(100.0%)

中国圏
4,713

(37.6%)
4,110

(32.7%)
2,531

(20.2%)
1,139
(9.1%)

57
(0.5%)

12,550
(100.0%)

四国圏
2,619

(39.7%)
1,851

(28.1%)
1,635

(24.8%)
490

(7.4%)
1

(o.o%)
6,596

(100.0%)

九州圏
3,703

(24.2%)
4,613

(30.2%)
5,601

(36.7%)
1,092
(7.1%)

264
(1.75)

15,273
(100.0%)

沖縄県
36

(12.4%)
56

(19.2%)
199

(68.4%)
0

(0.0%)
0

(0.0%)
291

(100.0%)

合計
20,118
(32.3%)

17,901
(28.7%)

18,836
(30.2%)

4,920
(7.9%)

496
(0.5%)

62,271
(100.0%)

：各圏域において該当集落数の割合がもっとも大きい地域区分

：各圏域において該当集落数の割合が2番目に大きい地域区分

全体
地域区分別集落数

九州圏における離島・中山間地の状況

資料： 「過疎地域等における集落の状況に関するアンケート調査
結果（中間報告） 平成１９年２月１５日」
（国土審議会第２１回計画部会） ２７



農業集落 漁業集落 合計
一次抽出 孤立可能性一次抽出 孤立可能性一次抽出 孤立可能性

全国 58,633 17,451 6,242 1,787 64,875 19,238 （全国に占める割合）

九州 10,230 2,700 1,740 410 11,970 3,110 16.2%

福岡県 920 290 120 10 1,040 300
佐賀県 590 190 110 20 700 210
長崎県 1,250 250 640 200 1,890 450
熊本県 2,090 350 280 60 2,370 410
大分県 2,310 950 180 40 2,490 990
宮崎県 1,120 550 70 50 1,190 600
鹿児島県 1,950 120 340 30 2,290 150

山口県 1,910 570 250 100 2,160 670
沖縄県 10 0 130 10 140 10

◆孤立集落の分布（５年確率）

◆災害対応についての意見（論点照会結果より）

治水、治山事業の採択基準
を地方の実態に即して緩和
できないか

浸水被害の常襲地帯だが、
国管理と県管理に分かれて
いる（一体的な施策が困難）

資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿
平成１６年３月」 （九州地方整備局等）

・役割分担や連携のあり方などに対する意見が
みられる。

◆孤立可能性のある集落

資料： 「中山間地等の集落散在地域における孤立集落発生の可能性に関する
状況調査（都道府県アンケート）調査結果 平成１７年８月」 （内閣府）

• 九州で、外部アクセスが困難となり、孤立する可能性のある集落数は3,110（全国の孤立する可能性のある集落の
16.2%を占める）。
• 道路の通行止めによって５年確率で孤立すると想定される集落が、下図の通り分布。 ※２つのデータは別資料

九州圏における孤立集落の状況

２８



◆ブロードバンドにおける都市と地方の格差（２００４年９月末）

• ブロードバンドの整備状況では町村の整備は遅れており、特に高速・高容量の基盤整備が遅れている。過疎地域
では特に遅れが著しい。

資料： 「ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会最終報告書 平成１６年１２月１７日」（総務省）

都市と地方の通信ネットワーク格差の状況

２９



◆第三次救急医療施設の状況

資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿
平成１６年３月」 （九州地方整備局等）

第三次救急医療施設とは
一般病院で治療の出来な
い重症救急患者に対応す
る救命救急センター。
２４時間の診療体制がと
れ、かつ高度の診療機能
を有する施設。

• 第三次救急医療施設まで６０分以上を要する市町村が多く存在しており（１３６市町村） 、そこに九州全人口の約１
６％が居住。

地域別医師数

◆圏内の地域別医師数

九州圏における医療サービスの状況

３０



広域医療情報ネットワークのイメージ（先進事例）

資料： 総務省ホームページより

◆離島における広域医療情報ネットワークシステム

対応の方向性 ３１



地域別高齢者人口の現状・見通し

資料：「九州経済２００６」（九州経済調査協会）

◆医療・保健・福祉業の従業者数（2004）◆介護保険の給付費 １人当たり給付月額（2004）

資料：「平成１７年版 厚生労働白書」（厚生労働省）

• 九州圏の高齢化率は、今後とも○○と見込まれる。
• 介護保険に着目し、その給付費（平成15年度）を被保険者１人当たり給付月額でみると、四国あるいは中国と並ん
で高い状況（関東、東北地方が低い）。
• これらサービスを提供するサービスへの従業者数も、人口1,000人当たり４０人以上とすでに高い水準にある。

◆地域別高齢者人口の現状・見通し

九州圏における福祉サービスの状況

３２



資料： 「最終報告の検討方向等に関する参考資料 平成１９年２月１５日」
（国土審議会第２１回計画部会）

資料： 「最終報告の検討方向等に関する参考資料 平成１７年１０月３１日」
（国土審議会第２回計画部会）

◆日本の仮想水投入水（バーチャルウォーター）総輸入量

• 食糧自給率は金額ベースでは100%超であるが、カロリーベースでは約40％。その一方で、全国より高いペースで
耕作放棄が進んでおり、食料の備蓄体制等も重要。
• わが国の食料の輸入を耕作に要する水に換算すると、バーチャルウォーターとして約640億m3／年の水輸入とな
る（総水資源使用量（ 2002年における取水量ベースの約850億m3／年）を上回る）。

◆都道府県別自給率 カロリーベースの推移（％）

資料：食料自給率の部屋（農林水産省）ホームページより作成
http://www.kanbou.maff.go.jp/www/jikyuuritsu/index.html

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度
16年度
(確定値)

17年度
(概算値)

全　国 40 40 40 40 40 40 40 40

福　岡 21 20 22 22 22 22 19 22
佐　賀 93 87 98 96 100 94 84 96
長　崎 42 41 41 43 42 43 41 42
熊　本 63 53 61 62 63 62 52 58
大　分 55 45 54 54 54 55 46 48
宮　崎 62 58 62 61 60 62 60 62
鹿児島 88 76 80 83 83 80 78 83
（自給率100%以上）

北海道 192 178 176 183 190 192 200 201
青　森 118 121 117 118 115 84 117 115
岩　手 101 106 103 101 102 86 106 103
秋　田 163 163 157 158 158 167 141 164
山　形 129 129 128 129 128 131 122 127

◆我が国の農産物備蓄の状況

資料：食糧需給情報ステーション（農林水産省）ホームページより
http://www.kanbou.maff.go.jp/www/anpo/3-1.htm

◆食料自給率（金額ベース、カロリーベース）

品　目 概　　要

米 国（食管会計）が、適正水準を100万トン程度で運用

食糧用小麦 輸入麦の年間需要の約1.8ヶ月分

食品用大豆
（社）大豆供給安定協会において年間需要の約2週間分
（3.9万トン）

飼料穀物 配合飼料主原料の年間需要のおおむね1か月分（95万トン）

注：飼料穀物は上記備蓄と併せて、配合飼料メーカーに対し、別途、使用量の概ね1ヶ月分の
    在庫を確保するよう指導。

九州圏における食料自給率

３３



• 農林水産業に占める九州の地位は2割を占め依然として高い。
• 国内の消費者の食に対する安全志向は高まってきている。

◆農林水産業生産に占める九州の地位

出典：福岡県「国土形成計画検討委員会資料」

農林水産業出産額九州のシェア（2004）
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◆高級農産品の輸出品目と輸出国

県 輸出品目 輸出先国・地域

福岡県
イチゴ（とよのか、あまお
う）、富有柿（冷蔵柿）、巨
峰、青ねぎ等

香港、台湾、中国

佐賀県 温州みかん カナダ
米 シンガポール
イチゴ（さがほのか） 中国
梨 中国

長崎県 温州みかん カナダ
冷凍水産物 中国
活魚・養殖マダイ 韓国
冷凍サバ 中国

熊本県 温州みかん カナダ、台湾、中国
イチゴ（とよのか、ひのしずく）台湾

大分県 梨 台湾、中国
シンビジュウム（鉢物） 中国、シンガポール
キンカン 香港、台湾
スギ丸太 中国

鹿児島県 煎茶 ドイツ
豚テール、胃袋 香港
木造住宅部材 韓国

養殖ブリ、養殖カンパチ
アメリカ、カナダ、イギリ
ス、ドイツ

注）　試験輸出含む
資料）　九州農政局ほか

◆「消費者」の食の安全への関心

資料： 「フードアイランド九州２００４年版 九州
経済白書」 （（財）九州経済調査協会）

資料：「九州地方開発促進計画（第5次）フォロー
アップ資料」（九州地方整備局）

九州圏における農林水産業の状況と食への意識

３４



世界に誇れる美しい
九州圏の形成と継承



◆九州の主な地域資源

• 九州圏は豊かな自然、温泉、歴史、文化等の地域資源が各地に点在し、魅力ある圏土を形成している。
• 九州は国立公園や国定公園などの自然環境保全のために指定された区域が広く、一人当たりの自然公園面積は
全国と比較して高い。

資料：「第４回 生物多様性国家戦略の見直しに関する懇談会資料」、
文化庁ホームページより作成

世界遺産 屋久島

特別天然記念物 ●
古処山ツゲ原始林、立花山クスノキ原始林、福岡県
相良のアイラトビカズラ、熊本県
青島亜熱帯性植物群落、都井岬ソテツ自生地、 内海のヤッコソウ

発生地、宮崎県
屋久島スギ原始林、 蒲生のクス、 喜入のリュウキュウコウガイ産地、
鹿児島県のソテツ自生地、 鹿児島県のツルおよびその渡来地、枇榔

島亜熱帯性植物群落、鹿児島県

立花山クスノキ原始林

古処山ツゲ原始林、

相良のアイラトビカズラ

青島亜熱帯性植物群落、

都井岬ソテツ自生地

枇榔島亜熱帯性
植物群落

ソテツ自生地

ソテツ自生地
ソテツ自生地

ソテツ自生地
喜入のリュウキュウコウガイ産地

ツルおよびその渡来地

屋久島スギ原始林

蒲生のクス

内海のヤッコソウ発生地

◆世界遺産、自然公園、特別天然記念物の分布状況

九州圏における自然環境保全状況

３５

１人当り自然公園面積は広い！



◆広域圏計画区域別の植生区分の割合

資料： 「広域ブロック毎の自然環境の特性（国土審議会計画部会
第１３回持続可能な国土管理専門委員会）平成１９年２月７日」

集落住民に
より維持

他集落と合
同で維持

ボランティア
等が維持

その他 不明 計

北海道
3,410
(85.3%)

120
(.3.0%)

0
(0.0%)

371
(9.3%)

97
(2.4%)

3,998
(100.0%)

東北圏
12,258
(96.3%)

126
(1.0%)

0
(0.0%)

342
(2.7%)

1
(o.o%)

12,727
(100.0%)

首都圏
2,386
(95.0%)

64
(2.5%)

0
(0.0%)

61
(2.4%)

0
(0.0%)

2,511
(100.0%)

北陸圏
1,639
(96.0%)

7
(0.4%)

1
(0.1%)

26
(1.6%)

0
(0.0%)

1,673
(100.0%)

中部圏
3,521
(90.2%)

207
(5.2%)

0
(0.0%)

102
(2.6%)

73
(1.9%)

3,903
(100.0%)

近畿圏
2,735
(99.5%)

10
(0.4%)

0
(0.0%)

4
(0.1%)

0
(0.0%)

2,749
(100.0%)

中国圏
11,913
(94.9%)

146
(1.2%)

3
(0.0%)

469
(3.7%)

19
(0.2%)

12,550
(100.0%)

四国圏
6,247
(94.7%)

149
(2.3%)

5
(0.1%)

120
(1.8%)

75
(1.1%)

6,596
(100.0%)

九州圏
14,002
(91.7%)

388
(2.5%)

10
(0.1%)

509
(3.3%)

364
(2.4%)

15,273
(100.0%)

沖縄県
174
(59.8%)

3
(1.0%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

114
(39.2%)

291
(100.0%)

全国
58,285
(93.8%)

1,220
(2.0%)

19
(o.o%)

2,004
(3.2%)

743
(1.2%)

62,271
(100.0%)

：各維持形態において該当集落数の割合が最も大きい圏域

：各維持形態において該当集落数の割合が2番目に大きい圏域

注：資源管理機能とは水田、山林等の生産基盤をいう

全体
資源管理機能の維持形態

◆水田、山林などの維持管理主体

九州圏における森林、田畑の管理状況

資料： 「過疎地域等における集落の状況に関するアンケート調査結果（中
間報告） 平成１９年２月１５日」
（国土審議会第２１回計画部会）

３６

九州圏における水田、山林等の維持管理は主に
集落住民により管理されており、コミュニティ力の
減少等により存続が危ぶまれる地域においては、
新たな担い手が求められる。

九州圏における水田、山林等の維持管理は主に
集落住民により管理されており、コミュニティ力の
減少等により存続が危ぶまれる地域においては、
新たな担い手が求められる。

九州圏における植生区分の比率は、他の圏域と比較して「植林地・耕作地植
生が占める割合が高い。

九州圏における植生区分の比率は、他の圏域と比較して「植林地・耕作地植
生が占める割合が高い。

◆増加する耕作放棄地

出典：国土審議会計画部会資料

九州の耕作放棄地も大きく増加している。耕作放棄地を生む主たる事由は高
齢化と考えられ、中山間地を中心に集落の維持が危惧される。

九州の耕作放棄地も大きく増加している。耕作放棄地を生む主たる事由は高
齢化と考えられ、中山間地を中心に集落の維持が危惧される。

耕
作
放
棄
地
の
割
合



出典：国土審議会計画部会資料

維持、存続が危ぶまれる集落数が大きく増加する九州

• 高齢者割合が５０％を超える集落は１，６３３集落。全国総数の２割強を占める。

• 平成11年に比べ、その増加数は中国に次いで多く、増加率は東北に次いで高い。

九州には、１６００を超える高齢者を主体とした集落（高齢化率５０％以上）が存在しており、今後、
美しい森林や農山漁村の継承が危惧される状況である。

九州には、１６００を超える高齢者を主体とした集落（高齢化率５０％以上）が存在しており、今後、
美しい森林や農山漁村の継承が危惧される状況である。
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循環型社会の必然性

• ２０世紀の経済社会活動全般についての反省、いわゆる大量生産・大量消費・大量廃棄がもたらした環境汚染や
天然資源の枯渇のおそれなどを踏まえ、従来の“大量消費型社会“から“循環型社会”へと転換していくという国際
的な合意がなされた。

• 環境と経済を統合し、持続可能な美しい国土を継承していくためには、市場財についての３Ｒ、水についての循環
など、様々な分野で「循環」と「共生」を実現する必要。

資料：「中間取りまとめ」（国土審議会計画部会）
「バックグラウンドペーパー」（3Rイニシアティブ閣僚会合）
「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平成

15 年10 月」(健全な水循環系構築に関する関係省庁連
絡会議) 等より作成

２０世紀の経済社会活動の反省

【①大量消費による環境許容量の限界が】
⇒原因（例）：
○廃棄物の大量発生による汚染
○資源消費量の増大（グローバル化も要因）

【②大量生産に傾斜していたことにより
環境負荷軽減に十分対応できなかった】
⇒原因（例）：
○３Ｒの不徹底、関連技術開発の注力不足
○循環資源の管理不足
○経済社会と自然界との物質循環の不整合

『循環型社会』のｺﾝｾﾌﾟﾄ：
循環と共生を重視し、持続可能性を担保

経済活動 資源の効率的利用

循環資源の管理 国際的な循環

・３Ｒの実現、静脈産業の育成等

・国際ネットワークの確立等

水利用 自然の循環と整合

・山から海まで流域での管理、対応等

【それぞれの分野での循環型社会の例】

大量消費
型社会の
影響

循環型社
会で必要と
なる視点

「社会経済活動の循環」を効率的なもの
とし、「自然界の循環」と合った負荷低
減、管理を目指す。

自然界の循環 社会経済活動の循環

資源投入

埋立処分等

◆循環型社会の必然性－経緯と概念－

３８



環境教育の取り組み（啓発・啓蒙）

３９

様々なニーズに応えた森林づくりと利用

森林環境教育における学校カリキュラムとの一層の連携強化

１ 趣旨

市民の森林に対する要望は多様化しており、教育の場として森林を利用したいという要望もそのうちの
一つです。
このような要望に応え、九州森林管理局では、これまでも「お届け講座」、「遊々の森」等の制度により
森林環境教育に取り組んできたところです。
一方、平成１８年９月に策定された「新たな森林・林業基本計画」において、今後、森林環境教育を積極
的に進めていく方針であることを踏まえ、九州森林管理局では教育委員会等関係機関へ森林環境教
育の取組内容、メニュー等の紹介を行い、学習カリキュラムに位置づけられるような取組を強化するこ
ととしています。
また、既に森林環境教育を実施している学校については、年中行事として定着できるよう教育機関との
協働を進めていきます。

２ 具体的取組
（１） 引き続き効率的、効果的な実施を図るため、実施回数の拡充、併せてメニューの開発を図ります。
（２） 森林環境教育に理解・興味を示す先生を増やすことにより、累積的な波及効果が期待できること

から、先生を対象にした森林環境教育の拡大を図ります。
（３） 生徒等を教育するＮＰＯ活動を推進するための支援や、署担当者の研修の充実を図ります。

（教育機関との連携事例）

「よかよか金峰の森」（熊本署）での熊本市教育委員会による森林環境教育

「たかくまふれあいの森」（大隅署）での鹿屋市教育委員会による森林環境教育

出展：九州森林管理局

～緑川生涯学習館宿泊施設「清流館」整備事業～

○交流事業の経過・概要

緑川生涯学習館のある当地域は、九州山脈の懐に位置し、熊本県下三大河川の
緑川の源流地域であり、山紫水明の地でもある。

その四季が織り成す自然美、そして山間部特有の人情味を都市と山間地域の交
流基盤とし、宿泊のできる生涯学習の場を提供することにより、地域の活性化を
図ることとした。

○交流事業の効果

施設の開設からまだ日が浅いため、確たる事業の効果は今後期待することである。
これまでは、秋の紅葉祭、フィッシングパーク、キャンプ、バンガロー等により、年
間平均10,000人の都市部との交流であったが、この3ヶ月間の当施設利用者は
1,200人（うち子供の利用数50%）と確実に交流の輪が広がりつつある。

○交流事業の今後の展望

今後の展望としては、九州山地の立地条件を活かした自然体験学習交流や農林
業体験交流、更には、自然と水を守るための流域交流やこの施設を拠点とした九
州ハイランド構想の推進による町村間の連携の展開等を図りたい。

杣の里交流事業

○交流事業の経過・概要

平成元年にオープンした杣の里渓流公園には、レストラン、陶芸・草木染・木工の
クラフトセンター、宿泊施設をはじめ、渓流に架かる遊歩道つり橋などを整備。運
営には、村をはじめ村内の各種団体およびJR九州などの村外の企業5社からな
る第３セクター方式を採用している。また、特別村民制度（名称ソマリアン）を導入
し、個人会員、法人会員を募集した結果、「杣の里渓流公園」には年間3万5千人
が訪れるようになった。

○交流事業の効果

杣の里渓流公園ができ、交流事業の取り組みが村の住民に誇りと自信を持たせ、
特産物生産グループの結成や住民が交流イベントの開催

○交流事業の今後の展望

今後の展望としては、九州山地の立地条件を活かした自然体験学習交流や農林
業体験交流、更には、自然と水を守るための流域交流やこの施設を拠点とした九
州ハイランド構想の推進による町村間の連携の展開等を図りたい。



過疎地域における再生への取り組み（担い手）

４０

【熊本県小国町】

・１９年前に創設された「ゆうステーション」、今は道の駅”おぐに”
・この二階にはⅠターン、Ｕターンを希望する相談窓口がある

（年間50組の相談、これまで10年間に30組70人）
・町にある町営木材加工センターに勤める方の1/3６人がⅠターン者
・相談受付後、町役場が製材所への斡旋や学びやの里（九州ﾂｰﾘｽﾞﾑ大学）への人材育成を担っている

・町の空き店舗には、最近若者受けの店が相次いでオープン、これの大半は都会からのＵターンした若者が開いた

店（外に出てみて、ふるさと小国の素顔とありがたさがわかったためという）。

・郊外にも酪農を継ぐ意識のもとレストランを開いたＵターン組の若者も居る

◎本来の農村のあるべき姿が、二カ年以上かけた街づくりの成果として再現しつつあることの証。

①グリーンツーリズムを応援する ①棚田復活

①小国町の事例

西日本新聞H18.12.15 日本経済新聞H19.2.4

中山間地の活力を維持させるポイントは，
「多様な主体のヤル気」と「地域に生きる誇り」



自然環境・生態系を守るための取り組み（食の安全、エコロジカルネットワーク）

毎日新聞H19.5.2

４１

圏土の水・土・里
を守るべく多くの
主体、自治体の枠
を越えた自然環
境保全への取り
組み

圏土の水・土・里
を守るべく多くの
主体、自治体の枠
を越えた自然環
境保全への取り
組み



資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来
の姿（九州地方整備局等）平成１６年３月」

◆九州圏の流域

◆主体間での連携のパターン

①市町村間における連携 ②国⇔都道府県⇔市町村
における連携

③行政（国、都道府県、市町村）
⇔住民・事業者との連携

④市民間における連携 ⑤行政（国、都道府県、市町村）
⇔他の公的団体、住民との連携

資料： 「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平成 15 年 10 月」（健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議）

• 健全な水循環系の構築に向け、関係機関、団体の枠を越え、情報の共有や主体間で連携した取り組みが求めら
れる。

水循環系の保全の取組み（検討イメージ）

４２



• 全国で森林保全に関する税が検討され、導入が進んでいる。（22県、平成19年4月現在）
• 個人が500～1,000円／年、法人は均等割額の3～10％程度が多く、森林整備や環境学習などに充てられている。

◆森林保全に関する税の全国の動き

資料：「森林保全に関する税検討委員会 第１回会議 長崎県」、各自治体ホームページより作成

導入済
山形県、広島県

計 2 県

導入済
岩手県、富山県、石川県、静岡県、
滋賀県、和歌山県、神奈川県
計 7 県

導入済

計 8 県

導入済

計 5 県

森林保全に関する協力体制の取り組み

４３



◆漁獲量の推移

• 減少傾向にあるものの、漁獲量、漁獲高ともに九州圏では高いものがある。
• 放棄への対応、一経営当たりの金額の向上などが課題。

資料：「広域地方計画の策定に向けた海洋・沿岸域に関する利用状況・課題調査報告書 平成19年2月」 （国土交通省国土計画局）

（出典）農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」をもとに作成
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一経営体当たり平均漁獲金額 

（資料）農林水産省「1983年（第7次）漁業センサス」「2003年（第11次）漁業センサス」をもとに作成

◆過去20年間の漁業権放棄面積の推移

資料：「第８～第11次漁業センサス」（農林水産省）をもとに作成
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＊ 漁業権放棄について

漁業地区の地先海面の共同漁業権、区画漁業権及び定置漁業権の区域内で、
漁業権放棄に関する契約の調印が行われたものをいう。主な理由としては、
「埋立」と「港湾・漁港の建設」である。

◆漁獲金額の推移

九州圏における漁業の状況
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• 漁場（海浜部）のみではなく、森林保全まで含めた生産の場の維持が行われている。

資料：「広域地方計画の策定に向けた海洋・沿岸域に関する利用状況・課題調査報告書 平成19年2月」 （国土交通省国土計画局）

◆漁場者による植樹活動の実施状況

 

：2003 年に続いて活動報告があったところ 

：2004 年に活動報告があったところ 

東北圏 

首都圏 

北陸圏 

中部圏

近畿圏 
中国圏 

四国圏 

九州圏 

（注）北海道及び沖縄県は広域地方計画の対象外。 
ただし、隣接する広域地方計画域には参加することが可能。 

漁業者による森づくり 
（注）JF兵庫漁連 Web サイト 

2004 年度における「漁民の森づくり

活動」状況 

資料：（社）海と渚環境美化推進機構資料をもとに作成
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（平成 14 年 11 月～平成 15 年 10 月） 

資料：「2003年（第11次）漁業センサス」（農林水産省）をもとに作成

◆漁業集落における海浜部清掃活動の有無

漁場保全の取り組み

４５



食材の確保に向けた海洋資源の保護

４６

▼日本人の食卓にのぼる
マグロは、世界の１／４
にあたる。

▼食の安全・安心を脅か
しているBSE問題に代
わる魚ブーム

▼中国も輸入へ

“マグロ”の獲得市場の競
争激化！

需給関係を踏まえ漁場
（水産資源・生態系）の
保全に向けた我慢？

では・・・

獲る漁業から育てる漁業へ



離島における産業廃棄物事情

廃棄物等の島内での処理に関する問題点

●島内に廃棄物処理業者が少ない。

●リサイクル製品の販売先がない。

●慣習による不適切な廃棄物の処理が行われている。

（野焼き、退蔵等）

●島内の処理に関わる業者の横の連絡がない。

廃棄物等の島外への搬出に関する問題点

●集積ヤードから港湾までの陸上輸送コストがかかる。

●港湾における人、一般貨物、廃棄物等の混在。

●港湾における仮置ヤードの不足。

●港湾における仮置時の景観、飛散等の問題。

●工夫しないと海上輸送コストが高くなる。

●廃棄物等の運賃負担能力が小さく、輸送業者の負担が大きい。

●島内の輸送に関わる業者の横の連絡がない。

離島における廃棄物等の処理・輸送に関する調査報告書

九州運輸振興センター より抜粋

（資料） 日本財団図書館

http://nippon.zaidan.info/seikabutsu/2002/00505/contents/032.htm#02

４７

①島内で処理可能な廃棄物と本土への
運搬処理が必要な廃棄物の分別

②施設の整備（ハード）を効率化させる
ソフト対策（情報管理・収集体制等）

※①，②に加え、近年増加しつつある
漂着ゴミ（海域の水質悪化を招く）対
策も必要

熊本大学法学部 外川教授の意見を参考

離島内で整備する処理施設と、海運と連携

させた静脈ネットワークの構築が必要

（方向性として・・・）



東アジアを視野に入れた広域的な物質循環システム

• 日本からアジアとくに中国へ、エネルギー需要等の急増を背景に、再生資源の輸出が増加してい
る。中国に近い九州とアジアとの結びつきは、動脈だけでなく静脈の面でも深まっている。

• 今後は、物流だけでなく、環境や資源循環ネットワーク構築のための、ヒトや技術（情報）の交流
連携が必要である。

資料）「アジア資源循環型ネットワーク構築可能性調査」2002年 九州経産局 ４８

アジア資源循環型ネットワーク構築に向けた連携のあり方
アジア資源循環型ネットワーク構築に向けた連携のあり方

日

本

相

手

国

技術・人材・情報
技術・人材・情報

日本からの輸出
日本からの輸出

日本への輸入
日本への輸入

・高品質な循環資源

・将来シナリオを考慮した戦略策定

・相手国での処理に伴う環境保全

・技術・制度面での経験を活かした協力

・日系企業のニーズに対応

・民営化案件への対応

・留学生受入、フォロー

・再生資源の購入

・日本の施設・プラントの活用

※ 日本の人件費では分別が経済ベースで行え
ない資源を相手国で分別

※液晶ガラスのリユースなど、日本のプラントを利
用することが有効であるものへ対応

経済成長が著しいアジア諸国に対する循環資源の輸出量拡大
経済成長が著しいアジア諸国に対する循環資源の輸出量拡大



• 環境・リサイクル関連産業は、環境問題が深刻化し循環型社会への転換が急がれるなか、有望
なリーディング産業と期待される。

• 九州では北九州・大牟田・水俣の３地域がエコタウンの地域指定を受けており、これらの地域を
中心に環境ビジネス展開において先導的な取り組みが行われている。

• 北九州エコタウンでは、地理的に近接するアジアまでを対象地域とし、リサイクルが事業として展
開されている。

エコタウン

エコタウンとは、ゼロ・
エミッション構想（産業か
ら出るすべての廃棄物を
他の分野の原料として活
用し、廃棄物をゼロにす
ることを目指す構想）を
基本とした、自然にやさ
しい環境と調和したまち
づくりが進められている
地域のこと。

国のエコタウン制度は、
ゼロ・エミッション構想に
基づいて、地域の振興を
図りながら環境と調和し
たまちづくりを進めていく
ために、平成９年度に設
けられた制度。各地でエ
コタウン計画が策定・申
請され、全国でこれまで
に２４地域が承認されて
いる。

循環型社会に対応した九州の技術・産業集積

４９



◆九州の一般廃棄物の発生・処理の状況

資料： 「一般廃棄物処理事業実態調査」（環境省）

年度，都道
計画収集
人口 ごみ総排出量

1人1日
当たりの
排出量

焼却施設に
おける1日
当たりのご
み処理能力

集団
回収量 ごみ処理量

中間処理後
再生利用量

リサイクル
率 最終処分量

(千人) (1,000t) #自家処理  (g) (1,000t) (1,000t)  (1,000t) #直接焼却 (1,000t) (%) (1,000t)
1) 

全国 127,507 51,607 165 1,106 194 2,829 51,538 40,237 4,056 16.8 8,452

九州 13,497 5,298 20 1,072 20 190 5,299 4,201 457 - 841
40福岡 5,024 2,189 4 1,190 8.3 115 2,185 1,790 193 15.1 336
41佐賀 881 283 1 877 1.1 10 282 232 20 15.4 31
42長崎 1,521 580 3 1,043 2.3 25 577 478 47 13.4 90
43熊本 1,863 652 3 956 2.1 15 652 519 57 14.1 95
44大分 1,231 503 1 1,116 1.7 11 523 416 34 16.7 68
45宮崎 1,185 449 4 1,036 1.5 7 444 322 41 15.6 89
46鹿児島 1,792 642 4 979 2.9 7 636 444 65 15.9 132

35山口 1,526 653 2 1,169 2.0 22 652 451 85 21.7 101
47沖縄 1,365 483 1 967 2 4 482 380 36 11.6 86
1) （集団回収量＋ごみ処理量のうちの直接資源化量＋中間処理後再生利用量）÷（集団回収量＋ごみ処理量）×100

• 九州の一般廃棄物の発生状況は、総排出量ごみ処理量ともに全国の約１割強。
• 県単位のリサイクル率は全国比でやや低い。

九州圏のリサイクルを取巻く環境（一般廃棄物）

５０



◆首都圏の産業廃棄物の広域移動状況（平成１２年度）
中間処理目的、最終処分目的

資料：「首都圏の廃棄物の広域移動の状況（平成 12 年度実績）
平成 15 年 4 月 17 日」（環境省）

• 都道府県外に移動している産業廃棄物はわが国全体で約２千５百万トン（全体４億トンの約６％）。
• 首都圏は圏外での処理が多く、４割以上が都県外へ移動しており、九州にも向かっており、福岡県で約１８万トン
を処理している（福岡県の産業廃棄物発生量約１，２００万トンの約１．５％）。

◆首都圏の産業廃棄物の都県外移動状況（平成１２年度）最終処分目的

九州地方

◆産業廃棄物の都道府県外移動状況（平成１２年度）
中間処理目的、最終処分目的

九州圏のリサイクルを取巻く環境（産業廃棄物の移動）
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資料：「エネルギー白書2006 経済産業省」

◆エネルギー分野の重要な研究開発課題

◆日本のエネルギー自給率の動向

• わが国のエネルギー自給率は低く、エネルギー分野の課題に対応するため、太陽エネルギーやバイオマス・廃棄
物エネルギーなどの再生可能エネルギーを進めていく必要。

わが国のエネルギー自給率
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資料：「エネルギー白書2006 経済産業省」

◆太陽光発電の国内導入量とシステム価格の推移 ◆日本における風力発電導入の推移

◆風力発電施設の地域別導入状況
（2004年度末）

• 太陽光発電、風力発電ともに導入は進みつつある。
• 九州圏（沖縄を含む）にはわが国の風力発電施設の２割以上が設置されている。

新エネルギーの導入状況（太陽光発電・風力発電）
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資料：「エネルギー白書2006 経済産業省」

◆バイオマス資源の分類及び主要なエネルギー利用形態 ◆廃棄物発電導入量の推移

• わが国ではバイオマス資源の活用に加え、廃棄物発電の導入がみられる。

新エネルギーの導入状況（バイオマス発電・廃棄物発電）
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資料：「漂流・漂着ゴミ対策に関する関係省庁会議とり
まとめについて 平成19年３月」
（全国自治体アンケート）

◆漂着ごみについての自治体の苦慮事項

◆漂着物の平均分類別重
量割合（2003年度調査）

◆漂着状況（2003年度調査）

資料：「国土計画審議会第11回計画部会資料」（環境省）

• 九州圏（下図ではエリアＡ）では、海流の影響もあり、漂着ゴミが多くみられる。
• 自治体では、漂着ゴミの処理に苦慮している現状。

九州圏を取巻く漂着ゴミの状況
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◆鹿児島大学を中核とした屋久島モデルの開発

資料：バイオマス情報ヘッドクォーター ホームページより
http://www.biomass-hq.jp/precedent/pdf/28.pdf

◆水素社会への動き（屋久島）

資料：ホンダ ホームページより
http://www.honda.co.jp/e-dream/e-dream03/future2.html

• 屋久島などの島嶼部で、ゼロエミッションの実現に向けた取り組みが進む。

離島におけるゼロエミッションの実現（先進事例）
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資料：「国際循環型社会形成と環境保全に関する専門委員会中間報告 平成18年２月」（中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会）

◆東アジア循環型社会ビジョンの共有へ

• 東アジアにおける循環型社会ビジョンの共有と実現が求められている。

東アジアにおける循環型社会の形成
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• 九州圏では降水量が少ないために北部で不安定取水がみられる他、半島部・離島部では淡水化プラントが多いこ
とが特徴。
• 水需給の見通しをみると、「水不足の年」となった場合に需給が逼迫するおそれがある。

資料： 「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて
平成 15 年 10 月」
（健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議）

◆不安定取水の状況（都市用水に対する割合）

資料： 「平成１８年版 日本の水資源 平成１８年８月」（国土交通省 土地・水資源局水資源部）

※不安定取水：河川水が豊富なときだけ取水可能な量

◆水需給バランスの推移

◆九州圏における淡水化プラント設置状況

資料： 「平成１８年版 日本の水資源 平成１８年８月」
（国土交通省土地・水資源局水資源部）

◆九州圏の降水量

北九州 ： 福岡、佐賀、長崎、

大分

南九州 ： 熊本、宮崎、鹿児島

九州圏を取巻く水需給の状況
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資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿 平成１６年３月」 （九州地方整備局等）

◆九州の汚水処理整備率と水域の環境基準達成状況

汚水処理整備率 平成17年

全国 80.9%

福岡県 81.0%
佐賀県 61.1%
長崎県 68.8%
熊本県 70.1%
大分県 60.8%
宮崎県 68.1%
鹿児島県 60.9%

• 圏域全体としての汚水処理整備率は低い。公害苦情件数でみると、水質汚濁については全国の約17％（1,512件
／8,909件）を占めることが目立つ（総件数では約11%（7,106件／65,535件）。

計  大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒音  振動 地盤沈下  悪臭 

全国 65,535 24,741 8,909 268 15,689 1,916 28 13,984

九州 7,106 2,511 1,512 36 1,181 78 1 1,787
40福岡 3,160 1,287 554 13 543 39 - 724
41佐賀 510 198 181 2 46 5 1 77
42長崎 713 266 153 6 103 1 - 184
43熊本 492 146 141 5 93 5 - 102
44大分 617 209 89 1 149 5 - 164
45宮崎 870 203 238 5 138 5 - 281
46鹿児島 744 202 156 4 109 18 - 255

35山口 872 425 131 1 133 5 - 177
47沖縄 629 231 62 1 75 4 - 256

典型7公害

◆九州の水質汚濁の状況（苦情件数）

資料： 「公害苦情調査」

九州圏における汚水処理整備率と水域の環境基準達成状況
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• 水利用は、文化や食料基盤そのものであり、これらを守るための対応が必要。

資料：「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平
成15 年10 月 健全な水循環系構築に関する関係省

庁連絡会議」（国土交通省による全国アンケート）

◆全国の水文化の衰退・消失の実態

＜水文化とは＞

・地域固有の水との関わりを背景に、地域社会内部から生み出されたもの

・長い年月をかけて醸成されたもの

・地域の人々が共有する生活様式、生産様式、価値観等が伴うもの、又は象徴するもの

・地域内部で継承されていくもの

資料：「水資源政策の政策評価の目的及び進め方について 検討委員会資料」

＜水利用の歴史＞

・古くから稲作が発達し、河川水をかんがいに利用

・過去100年間に人口が3倍に増加
・生活用水、工業用水の急増に対処するため、大規模な水資源開発を推進

・近年、人口の伸びが鈍化、耕地面積は減少傾向

◆日本の耕地面積、人口等の推移と水利用

水循環系の保全の重要性（文化・生活）
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• 関係省庁（環境省、国土交通省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）によって、健全な水循環系の構築に当
たっては、関係主体の「参加と連携」の必要性が指摘されている。

◆各主体の「参加と連携」の熟度と技術検討段階との関係例

資料：「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平成15 年10 月」
(健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議)

◆流域を単位とした水循環の概念図

資料：「環境保全上健全な水循環に関する基本認識及び施策の展開について

中間まとめ平成１０年１２月」

（中央環境審議会 水質部会・地盤沈下部会合同審議）

水循環系の保全の重要性（参加と連携）
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資料： 「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿 平成１６年３月」 （九州地方整備局等）

◆九州圏の流域

• 健全な水循環系の構築に向け、各地で取り組みが進められている。

菊池川流域同盟（熊本県）
【①市町村間における連携】

福岡都市圏総合水対策研究会（福岡県）
【①市町村間における連携】

佐賀地域水循環保全研究会（佐賀県）
【②国⇔都道府県⇔市町村における連携】

かのや川クリーンプロジェクト（鹿児島県）
【③行政（国、都道府県、市町村）⇔住民・事業者との連携】

村と村民が一体となった事業展開（大分県）
【③行政（国、都道府県、市町村）⇔住民・事業者との連携】

財団法人熊本開発センターと行政との共同調査（熊本県）
【③行政（国、都道府県、市町村）⇔住民・事業者との連携】

I Love 遠賀川(福岡県)
【④市民間における連携】

白山川を守る会 （大分県白山川）
【①機関誌や情報誌の発行、デジタル・アーカイブの作成】

環境の日 （佐賀県徳州恵川）
【②｢川の日｣等の記念日の設定】

緑川の日 （熊本県緑川流域）
【②｢川の日｣等の記念日の設定】

I Love 遠賀川（ 福岡県遠賀川）
【③流域サミット等のイベント開催】

リバーフェスタのべおか（宮崎県五ヶ瀬川）
【③流域サミット等のイベント開催】

地下水保護管理条例
（沖縄県具志頭村）
【⑨条例の制定】

宮古島地下水保護管理条例
（沖縄県宮古島）
【⑨条例の制定】

中の井水利委員会による条例（福岡県）
【⑨条例の制定】

大淀川サミット実行委員会 （宮崎県大淀川）
【⑨条例の制定】

赤土等の流出汚染防止条例
（沖縄県宜野座村）
【⑨条例の制定】

統一の「河川を美しくする条例」（熊本県菊池川）
【⑨条例の制定】

筑後川リバーカード（筑後川 ）
【⑨条例の制定】

いなつきの環境を考える会の
石けんづくり （福岡県遠賀川）
【⑨条例の制定】

水資源有効利用表彰制度
（沖縄県）
【④表彰制度の創設】

森と海を結ぶ会 （佐賀県佐賀市）
【⑤専門家や取組（活動）のキー・パーソンとの連携】

糸島地区水循環システム検討委員会
（福岡県志摩町・前原市（九州大学移転予定地））
【⑤専門家や取組（活動）のキー・パーソンとの連携】

(財)肥後の水資源愛護基金（熊本県）
【⑥基金の創設】

森林整備協定（熊本県緑川）
【⑦協定の制定】

連携事例 促進の仕組み

九州圏における水循環系の保全の取組み（検討イメージ）
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【事例】佐賀地域水循環保全研究会（佐賀県）

佐賀地域水循環保全研究会では、佐賀大学理工学部の古賀憲一教授を会長として、江戸時代の鍋島藩にまでさかのぼり、
佐賀地域の水の歴史や水利権の変遷等の研究を行っている。また、嘉瀬川ダムや佐賀導水事業がもたらす「新しい水」に
ついては、地域自らがどのように利用するかを決めるとともに、「既得の水」についても、新しい用途を含めて再配分等の議
論を一体的に行っている。参加者は、佐賀県企画県民部、農林部、土木部、九州地方建設局（当時）であり、同研究会は、
嘉瀬川水系の利水と環境について関係者が同一のテーブルで議論するための「場」となった。H12年７月、研究会は「佐賀
地域水循環保全研究会報告」を発表し、水利用の現状や問題点を体系的に整理している。

【事例】福岡都市圏総合水対策研究会（福岡県）
福岡都市圏総合水対策研究会は、福岡都市圏全体を含めた広域行政推進協議会の中に平成３年に設置されており、21
市町と福岡地区の水道企業団が全て参加する団体である。同会を窓口として、福岡県、国、水資源開発公団（当時）等と連
携や調整を図りながら総合的水対策に取り組んでいる。主な活動としては、水の有効利用に向けた雑用水道の普及促進、
水管理センターを設けた一括集中的配水管理等がある。また、節水コマの無料配布や節水型便器の普及促進等を通じた
市民生活へ節水の働きかけ、自己水源、広域導水、海水淡水化、水源かん養林の用地確保や整備等にも力を入れている。

【事例】菊池川流域同盟（熊本県）
平成元年、水質等が非常に悪化していた最下流の玉名市が発起人となり「菊池川サミット」が開催され、流域21市町村と玉
名市等の住民代表も加わり「菊池川流域同盟」が結成された。同同盟は、平成4年、全国で始めて「統一の河川を美しくす
る条例」を制定、施行している。条例には、21市町村全てで共通した各主体の責務や各主体間の相互協力や連携を明記す
るとともに、水質の保全目標の定量化や「水援隊員」という住民参加方式によるにモニタリング等の活動が定められた。主
な活動としては、「菊池川の日（毎年10月18日）」の河川清掃活動、水環境フェア等の各種イベントの開催、水源地域への
植林活動、流域の水質、自然環境、文化等に関する継続調査（流域の健康診断）等がある。同盟には旧建設省や熊本県も
アドバイザーとして参加している。

九州圏における事例九州圏における事例

②国⇔都道府県⇔市町村における連携

・地下水利用や水質改善等の目的のた
めに、国、都道府県、関連市町村の自治
体が連携を図るパターンである。

①市町村間における連携

・同じ流域内の市町村が共有する水問
題の解決のために連携するパターンで
ある。

連携パターン連携パターン

流域圏における連携（取組事例）

資料： 「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平成 15 年 10 月」（健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議）

◆流域における連携パターンと事例
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【事例】I Love 遠賀川(福岡県)
昭和63年、飯塚市で市民らが清掃活動を目的とした実行委員会を設立しており、平成14年現在、参加団体42（約2000人）
を数える「I Love 遠賀川」へと発展している。活動の輪は年々広がりをみせ、嘉穂町、穂波町、山田市、田川市、直方市、
中開市、芦屋町、遠賀町、水巻町の各住民団体が結集している。これらの団体が一堂に会して遠賀川について語り合う「流
域住民交流会」も地域持ち回りで開催している。流域の各団体が結集した新たな統一の団体として、NPO法人化を見据え
た「遠賀川流域住民の会」の立ち上げを提案するなど、その発足に向けて中心的な役割を果たしている。

④市民間における連携

・水質改善等の限定的な目的を共通に
持つＮＰＯ間の連携やＮＰＯ等が仲介役
となり住民間の交流を進めるケース等の
多様な連携パターンがある。

【事例】財団法人熊本開発センターと行政との共同調査（熊本県）

熊本都市圏は生活用水のほぼ100％近くを地下水に頼っており、昭和15年に熊本市は「地下水都市宣言」を行っている。と
ころが、60年代後半に、水源地江津湖や水前寺の水位が目視できるほどに低下し、水源かん養力の低下が顕在化した。
地下水は、賦存量や水系の把握が非常に難しく、浄化が困難であるといった問題を抱えており、まず、地下水の実態解明
が地域の課題となった。

一方、同地域の地下水に対する危機感を高めた肥後銀行会長が50年代に「肥後の水資源愛護基金」を設立した。続いて、
財団法人熊本開発センターを設立し、昭和59年以来地下水にかかる調査研究活動を実施し、市とも共同研究を行っている。
また、平成4年からは県と市が合同して「熊本地域地下水総合調査」を実施し、平成8年には「熊本地域地下水総合保全管
理計画」が策定された。

【事例】村と村民が一体となった事業展開（大分県）
番匠川の源流である本匠村の村と地域住民が流域全体に働きかけ、水源かん養と都市農村交流を目的とした各種事業を
実施している。具体的には、「源流の里」保全植樹（平成12年～平成13年に広葉樹600本が5haに植樹）、「環境保全植樹」
（１ha以上の景観保護植樹実施団体に助成）、ボランティア植樹、「地球元気村」（宇崎竜童氏を招いた各種体験プログラム
実施）、カヌー川下り大会、番匠川クリーン大作戦、廃校を利用した体験学習施設等が行われている。

【事例】かのや川クリーンプロジェクト（鹿児島県）
鹿屋市内を流れる肝属川は、常に九州内の一級河川の中でワーストとなっている。市は、ワーストからの脱却を目指して、
海→雲→雨→山→耕地・河川→海という水循環を見据えた総合的な水質浄化対策を平成13年から展開している。かのや
川（肝属川の別称）クリーンプロジェクトは、照葉樹林の保存、下水道整備等の排水対策水質浄化対策、学習活動等の市
民を巻き込んだ多岐にわたる事業から構成され、10年後に市域から排出される汚濁負荷量の20％を削減することを目標と
している。

九州圏における事例九州圏における事例

③行政（国、都道府県、市町村）⇔住民・
事業者との連携

・行政と住民・事業者が連携を図るパ
ターン。

基礎的自治体（市町村）が主であるが、
都道府県や国（出先機関）が住民・事業
者と連携を図るケースも多い。

連携パターン連携パターン

⑤行政（国、都道府県、市町村）⇔他の公的団体、住民との連携

・一般に、農業水利施設の管理に関しては、行政が土地改良区に対して管理委託を行う。また、基幹的な施設については行政が直接管理し、末端施設については
土地改良区が管理を行うという連携もみられる。さらに、近年では、農業者のみならず地域住民とも一体となった｢21 世紀土地改良区創造運動｣を広く展開している。

連携パターン連携パターン

◆流域における連携パターンと事例

資料： 「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平成 15 年 10 月」（健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議）

流域圏における連携（取組事例）
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【リバーフェスタのべおか （宮崎県五ヶ瀬川）】

平成 6 年に始まった「リバーフェスタのべおか」は、川とふれあいながら自然や環境を考えるために、
市内の女性 24 団体(当時)が連携し企画されたもので、国土交通省、漁協、行政各機関、市民団体や
学生の支援を得て、毎年ユニークで斬新な行事を開催している。

【緑川の日 （熊本県緑川流域）】

天命水の会は「緑川の日」を制定した。緑川において、漁民の森、こどもの森、海山交流・「川を知る」カ
ヌー体験等を行っている。

【水資源有効利用表彰制度 （沖縄県）】

沖縄県では、平成３年度より「水資源有効利用表彰制度」を制定し、水資源の有限性を強く市民にア
ピールし、多面的な水利用を提案している。

④表彰制度の創設

表彰制度の創設は、住民の水問題等に対する関心を高める
効果がある。

【I Love 遠賀川（ 福岡県遠賀川）】
昭和63年に実行委員会を立ち上げ、飯塚市で始まった市民による遠賀川の清掃活動が今では参加団
体42（約2000人）を数えている。現在の「I Love 遠賀川」へ拡大し、４市４町の住民団体が結集してい
る。

【環境の日 （佐賀県徳州恵川）】

かっぱ連邦笑和国は、8月の第１日曜を村の｢環境の日｣として住民の参加を呼びかけ、水・川を含め
た環境フェスティバルを行っている。

【白山川を守る会 （大分県白山川）】
川の清掃、チラシの配布、座談会の開催のほか、現在の活動内容としては水質調査が中心である。こ
の中で、会員向けの会誌を発行している。

九州圏における事例九州圏における事例

③流域サミット等のイベント開催

流域サミット等のイベント開催は、流域間の関係主体の共通
認識を醸成するだけでなく、流域を通じて多様な取組を行っ
ている主体間の役割分担を認識する場としても機能する。

②｢川の日｣等の記念日の設定

「川の日」等の記念日を設定することにより、関係する水資源
にかかわる関係主体の共通の認識を醸成することが可能と
なる。また、その日にイベントを開催することにより、関係主体
の一同に会する場を提供することも可能である。

①機関誌や情報誌の発行、デジタル・アーカイブの作成

機関誌等の発行を通じて、流域間の関係主体の互いの取組
の状況を把握することが可能となる。また、デジタル・アーカ
イブ等の作成により、流域の実態を正確に把握することが可
能となる。こうした活動の結果、流域間で共通した認識を醸成
する際や自らの活動を拡大、変更する際に役割分担を踏ま
えることが容易となる。

仕組み仕組み

◆流域における取り組み促進の仕組みと事例

• 広域的な環境保全に向けて、流域内で基金や条例策定などを含む取り組みが進められている。

資料： 「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平成 15 年 10 月」（健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議）

流域圏における連携（取組事例）
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【糸島地区水循環システム検討委員会 （福岡県志摩町・前原市（九州大学移転予定地））】

糸島地区では、近年、都市化の進展により人口増加が進んでいる上に、大学移転に伴い、地区内の
水需要量の増加が予想されている。本委員会では、環境共生形社会の構築を目指した九州大学学術
研究都市の構想実現の一環として、地区内の自然環境の現状や将来人口予測等をふまえ、地区内
の水循環（システム）における水資源の安定的な確保策や環境に配慮した水循環型社会のあり方につ
いて超長期的な視点から検討を行っている。

【森と海を結ぶ会 （佐賀県佐賀市）】

嘉瀬川流域・六角川流域の佐賀市内のクリーク部分において、同会は、川の探検隊やさが水環境フェ
アの開催を通じた、情報交換・交流の場の提供しているほか、クリークの「堀干し・ごみくい」に合わせ
て佐賀大学の半田駿教授らとともに生態系調査等を実施している。水と関わる各種農村文化の伝承に
努めている。

⑤専門家や取組（活動）のキー・パーソンとの連携

水循環構築においては、まず流域の水循環や水問題の実態
を解明することが必要である。例えば水質改善等の問題解決
にあたっては研究活動が、また、計画策定にあたっても専門
的な知識の活用が必要となるなど専門家の知識は不可欠で
ある。

さらに、活発な活動を展開する事例の多くは、活動の中心的
人物（キーパーソン）が重要な役割を果たしていることが多い。

－⑧流域憲章等の制定

流域憲章の制定は、条例の制定ほどの効果はないものの、
流域内の問題の所在や活動の方向性を明示し、各主体間に
共通の認識が醸成される効果がある。

【森林整備協定 （熊本県緑川）】

河川の上流と下流の自治体が協力して、地下水保全を図ることを目的として、熊本市と上益城郡矢部
町が森林法に基づく森林整備協定を結んだ。協定では、熊本市は平成12年度から15年度にかけて、
矢部町御所の町有地の原野22.97haを水源かん養林として造成する。
期間は12年度から84年間である。

⑦協定の制定

主体間の問題共有や共通課題解決に対して条例制定は有
効であるが、条例は制定自治体のみで有効である。これを自
治体を越えた流域全体に広げるため、自治体間における協
定の制定は有効である。上下流域の自治体等が協定を制定
することにより、流域内の問題に対して認識を共有し、共通し
て問題解決を図ることが可能となる。

また、協定に順ずるものとして、上下流交流計画の策定があ
げられる。

【(財)肥後の水資源愛護基金（熊本県）】
県民の水資源愛護についての実践努力高揚のため必要な助成や啓発活動を行い、熊本の水資源の
保全に資することを目的として肥後銀行が中心となって設立した。毎年肥後の水愛護基金賞なども設
けている。

⑥基金の創設

基金の創設は、流域内の活動の資金面での支援を行うだけ
でなく、流域内での利害関係

が明らかとなることから、基金を通じて、問題意識の共有化を
図る際に有効である。

九州圏における事例九州圏における事例仕組み仕組み

◆流域における取り組み促進の仕組みと事例

資料： 「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平成 15 年 10 月」（健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議）

流域圏における連携（取組事例）
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【筑後川リバーカード （筑後川 ）】

特定日営利法人筑後川流域連携倶楽部では、過去各種シンポジウム等の様々なイベントを行ってい
たほか、機関紙の発行、ボランティア植林、筑後川流域だけに通用する地域通貨の発行を行っている。
また、信販会社との連携により環境保全につながる［筑後川リバーカード」等の発行の検討を行ってい
る。

【いなつきの環境を考える会の石けんづくり （福岡県遠賀川）】

ゴミ問題からライフスタイルまでを見直す活動を続けており、月１回の定例学習会、廃油利用による石
けん作り（小学校の合同授業への参加、環境イベントでの販売）等を行っている。

【統一の「河川を美しくする条例」 （熊本県菊池川）】

平成7年、菊池川流域同盟の働きかけなどにより、全国で初めての流域下自治体による統一の「河川
を美しくする条例」が制定、施行されている。

【赤土等の流出汚染防止条例 （沖縄県宜野座村）】

村民の健康で文化的な生活及び財産を確保するため、宅地の造成、道路等の建設､埋立及び農地の
開発、農作物の更新栽培等の開発行為その他の活動によって赤土等が公共用水域等に流出しないよ
うに必要な措置を講ずることを目的とする。（昭和57年公布）

【大淀川サミット実行委員会 （宮崎県大淀川）】

「大淀川サミット」（平成5年～7月に過去８回開催）では、流域16市町村の住民等が参加、講演、河川
浄化の事例発表、河川愛護や河川浄化に関する統一条例や規則の制定などを行った

【宮古島地下水保護管理条例 （沖縄県宮古島）】

山も川もない平坦な宮古島では、生活用水の全てを地下水に頼っている。この地下水が適正に保全さ
れ、生活用水、農業用水及び工業用水として有効に利用されるように保護管理を図り、これにより住民
の福祉が増進することを目的として条例を制定した。

【中の井水利委員会による条例 （福岡県）】

中の井堰、中の井用水取水口、流末の水路、放水路の維持管理、水利調整を目的とした条例を制定
している。

【地下水保護管理条例 （沖縄県具志頭村）】

当村の地下水が適正に保全され、水利用長期計画に基づき有効に利用されるように、その保護観察
を図ることにより、具志頭村の地下水資源の適正利用に寄与し、もって住民の福祉を増進する。

九州圏における事例九州圏における事例

⑨条例の制定

条例の制定は、流域内の水問題の所在や活動（問題解決
等）の方向性を内外に宣言する効果があり、各主体に共通の
認識が醸成されることや行政が特定課題を遂行しやすい環
境が作られるなど多数の効果がある。また、条例によっては
問題解決等における各主体の責務等を明らかにしており、流
域内の様々な主体の役割分担を明確にすることができる。

仕組み仕組み

流域圏における連携（取組事例）

◆流域における取り組み促進の仕組みと事例

資料： 「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて 平成 15 年 10 月」（健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議）
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◆広域的な閉鎖性海域における水質状況

－環境基準（ＣＯＤ）達成率の推移－

• 有明海、八代海ともにCODの基準達成率は海域平均を上回っている。
• 他方、全窒素及び全燐については、有明海で基準達成率が低い。

資料：「広域地方計画の策定に向けた海洋・沿岸域に関する利用状況・課題調査報告書 平成19年2月」 （国土交通省国土計画局）

  

（資料）環境省「平成17年度公共用水域水質測定結果」をもとに作成

◆広域的な閉鎖性海域における水質状況

－全窒素及び全燐の環境基準達成率の推移－

九州圏における閉鎖性水域の状況

６８



• 九州圏では、広大な海域（領海）を有するとともに、東アジアと排他的水利権が重複している。
• 国土管理の視点を踏まえつつ、海域の利用や領海に存する島嶼部の持続ある環境整備を進める必要。

資料： 「海上保安レポート2006」（海上保安庁）

◆わが国の排他的経済水域

領海
海に面している沿岸国の主権の及ぶ海域
の部分であり、沿岸国が基線から12海里
（約22km）を超えない範囲で設定していま
す。領海における沿岸国の主権は、領海の
上空、海底及び海底の下にまで及び、漁業
その他の生物資源の採捕や海底鉱物資源
の採掘に関する独占権を有します。

排他的経済水域
領海の外側で基線から200海里を超えない
範囲で、沿岸国に同水域の一切の漁業及
び鉱物資源に対する排他的な管轄権及び
海洋汚染を規制する権限が認められてい
る水域のことです。

公海
特定の国の主権に属さず、世界各国が共
通に使用し得る海洋のことです。

九州圏と排他的経済水域

６９




